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1．はじめに
近年の気候変動の激化に伴い集中豪雨が増加傾向にあ

る．兵庫県では，このような豪雨による土砂災害に対する

警戒避難活動に資するため，土砂災害警戒区域毎に危険

度を判定する箇所別土砂災害危険度予測システム 1)の導

入に取り組んでいる．このシステムによる土石流の判定

手法は，流域内を10ｍメッシュ毎に区分し，実績および

予測降雨による安全率を算定し，総メッシュのうち安全

率が１を下回ったメッシュの面積率と総流量に対応する

流域面積を指標として危険度を判断しており，土石流の

発生機構を必ずしも表していない．本検討では，平成26
年 8 月豪雨における土石流の発生事例を対象として土石

流判定手法の検証を行った結果，土石流の発生機構と関

連した課題が確認されたのでこれについて報告する．

2．検討対象災害

本検討では平成26年8月豪雨時に顕著な土砂災害が

発生した丹波市市島地区の土石流危険渓流121渓流を対

象とした．土石流災害事例には，斜面崩壊の崩土が流動

化した“崩壊起因型土石流”や渓床の不安定土砂が流動

化した“渓床堆積土砂流動型土石流”の2パターンが確

認された．また，これらが複合的に発生した事例もあ

り，これを“複合型土石流”と呼ぶこととした．

3．現行の土石流判定手法の課題

平成26年8月豪雨における土石流の発生事例を対象

に現行の土石流判定手法を検証した結果，いずれの発生

機構の土石流ともに88%以上の高い捕捉率を示している

ことが確認された（表-1）．一方，土石流が発生すると

判定したにもかかわらず非発生となった空振りが60%以

上と多い状況が確認された．このため，空振りが発生し

た渓流についてその原因を分析した結果，以下の課題点

が認められた．

・流域面積5ha程度を境に崩壊起因型土石流が発生した

渓流の崩壊面積率の下限値に違いがみられ，これに起

因した空振りが多い（図-3検討箇所①）． 
・流域面積5ha程度より大きな渓流では渓床堆積土砂の

移動が少なく流域内で移動が停止しているため空振り

となっている（図-3検討箇所②）． 

 
 
 

 

4．新たな土石流判定手法の検討

土石流判定手法は，“崩壊起因型土石流”，“渓床堆積

土砂流動型土石流”の発生機構ごとに確認された課題を

考慮することで空振率の改善を図ることとした．
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図-1 平成26年8月豪雨時の降雨状況（北岡本）

分類（災害実績） 土石流発生機構 渓流数 (A)

システムによる
土石流発生判定

渓流数 (B)

捕捉率（％）
(B/A)

空振率（％）
(B/A)

崩壊起因型 17 15 88.2 -

渓床堆積土砂流動型 3 3 100.0 -

複合型 6 6 100.0 -

計 26 24 92.3 -

土石流非発生 - 95 58 - 61 1

土石流発生

図-2 丹波市市島地区の土石流発生状況 

表-1 現行の土石流判定手法による検証結果

図-3 現行の土石流判定手法による判定状況

図-4 新たな土石流判定手法のイメージ
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分類（災害実績） 土石流発生機構 渓流数 (A)

システムによる
土石流発生判定

渓流数 (B)

捕捉率（％）
(B/A)

空振率（％）
(B/A)

崩壊起因型 17 16 94.1 -

渓床堆積土砂流動型 3 3 100.0 -

複合型 6 6 100 0 -

計 26 25 96 2 -

土石流非発生 - 95 33 - 34 7

土石流発生

4.1 崩壊起因型土石流の判定手法 
崩壊起因型土石流は，流域面積5ha程度を境に崩壊面

積率の閾値に違いがみられたことから，流域面積に応じ

て判定方法に違いを設けるものとした．流域面積5ha未

満の渓流では，小渓流であるため崩壊土砂が流水の影響

に関わらず流域外に流出することが想定されるため，崩

壊面積率のみで判定するものとした．流域面積5ha以上

の渓流では，崩壊した土砂が流域外に流出する過程で流

水による運搬能力が必要であることが想定されるため崩

壊面積率に加えて谷出口流量を考慮した判定を行うもの

とした． 
崩壊起因型土石流の発生機構のイメージと判定フロー

を図-5に示す． 
 

 
 
 
 

4.2 渓床堆積土砂流動型土石流の判定手法 
渓床堆積土砂流動型土石流は流域面積5ha以上で発生

していることを踏まえ，流域面積5ha以上の渓流を対象

として，表面流による渓床土砂の流出を評価する手法を

検討した．判定の指標としては，渓床堆積土砂流出率と

谷出口流量の2つを用いる．渓床堆積土砂流出率は，渓

流長に対する渓床堆積土砂流出区間長の割合であり，表

面流による流出土砂の大小を表す．渓床堆積土砂流出区

間長は，土砂輸送形態の領域区分図 2)（Takahashi 
1987）に基づき該当区間を設定した．渓床堆積土砂流動

型発生機構のイメージと判定フローを図-6に示す． 
 

 
 
 
 
 
 

5．新たな土石流判定手法による検証結果 
前述した土石流の判定方法により丹波市市島地区の土

石流発生事例をカバーできるように閾値を設定し，捕捉

率や空振率の変化を検証した．土石流の発生を判定する

閾値は，図-7に示すとおり複合型土石流の発生事例を崩

壊起因型と渓床堆積土砂流動型の両方に考慮して設定し

ている．この閾値を用いた新たな判定方法による捕捉率

等の算出結果を表-2に示した．表-2と現行の判定手法に

よる結果（表-1）とを比較すると，新たな判定方法の適

用によって捕捉率の向上と空振率の大幅な低減が確認さ

れた． 
捕捉率：現行）92.3% → 改良）96.2% 
空振率：現行）61.1% → 改良）34.7% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6．まとめと今後の課題 
丹波市域における崩壊起因型，渓床堆積土砂流動型，

複合型の土石流に対し，それぞれの発生機構を反映した

判定手法を適用することで現行の土石流判定手法の課題

点であった空振率が半減し，さらに捕捉率についても向

上した．しかしながら，改善された空振率は未だ高い数

値であること（約35%）や他地域への適用に際しては検

証事例が少ない（1事例）こと等の課題が残るため，今

後も引き続き事例検証の積み上げによる土石流判定閾値

の検証や判定手法の改良を進める必要がある． 
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表-2 新たに検討した手法による判定結果 

図-5 崩壊起因型土石流の判定イメージ

図-6 渓床堆積土砂流動型土石流の判定イメージ 

図-7 土石流発生判定閾値の設定 

0

5

10

15

20

25

30

0 2 4 6

谷出口流量[m3/s]

0

5

10

15

20

25

30

0 2 4 6

崩
壊

面
積

率
[%

]

谷出口流量[m3/s]

0

10

20

30

40

50

0.005 0.05

崩
壊

面
積

率
[%
]

流域面積[km2]

崩壊面積率による判定 崩壊面積率と流量による判定

渓床堆積土砂流出率と流量による判定

流域面積5ha以上流域面積5ha未満

崩
壊
起
因
型
・複
合
型
土
石
流
の

渓
床
堆
積
土
砂
流
動
型
・複
合
型

土
石
流
の
判
定
閾
値

崩壊面積率による判定手法を準用

土石流発生判定閾値

渓床堆積土砂流動型

複合型

土砂氾濫無し

土石流発生判定閾値

崩壊起因型

複合型

土砂氾濫無し

土石流発生判定閾値

崩壊起因型

土砂氾濫無し

渓
床

堆
積

土
砂

流
出

率
[%

]

土
石
流
の
判
定
閾
値

土石流発生判定エリア 

土石流発生判定エリア 

土石流発生判定エリア 

- 694 -


